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論点

今後、建設後50年以上経過する道路橋等の割合が高くなる中、地方自治体は、
道路（橋梁・トンネル含む）の維持・管理に必要な財源をどのように確保し
ていくべきか

「公共インフラ（道路）の維持更新に係る財政需要と税制」に関する論点

1

◼ 道路管理に関わる事業について －道路・橋梁の維持修繕の取組－

＜東京都建設局からの説明内容＞

＜検討項目＞

◼ 道路（橋梁・トンネル含む）の維持・更新にかかる将来的な財源確保

の在り方と税

 －財源調達の考え方（税・公債・交付金等）

 －税に求められる役割や役割分担

 



建設後50年以上経過する社会資本の割合（令和５年３月時点の国の推計）

注 国土交通省「建設後50年以上経過する社会資本の割合」より作成

◼ 日本の社会資本は、高度経済成長期に整備されたものが多く、建設後50年以上経過する施設の割合が、今後、加速

度的に高くなる

◼ 特に、道路橋における割合は令和５年時点で約37％であるが、令和22年には約75％に増加する

(令和５年３月時点)

令和５年３月 令和12年３月 令和22年３月
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道路・橋梁・トンネルの概況

◼ 日本の道路の総延長は約129万㎞、総橋梁数は約73万橋、総トンネル数は約1.2万箇所であり、地方公共団体が管理

（道路97％※補助国道も地方公共団体が管理、トンネル67％、橋梁92％）する割合が高い

◼ 令和４年度道路事業費については、地方公共団体が管理する主要地方道・一般都道府県道・市町村道、合わせて

60.2％を占めている

注１ コンクリート構造物の補修・補強に関するフォーラム2024 国土交通省提出資料「道路インフラの維持管理に関する最近の話題」より作成
２ 国土交通省「道路統計年報2024道路の現況」より作成

国

39,187(5%)

高速道路会社

24,463(3%)

県・

政令市等

188,689(26%)
市町村道

476,994(66%)

橋梁
729,333橋

国

1,769(15%)

高速道路

会社

2,093(18%)

県・政令市等

5,560(48％)

市町村道

2,165(19％)

トンネル
11,587箇所

首都高速

1.7%

一般国道

38%

主要地方道※１15.1%

一般都道府県道

14.1%

市町村道

31%

〈令和４年度一般道路事業費（道路種別割合）〉

総額
64,970億円

〈令和５年度管理施設数〉

※1道路法56条により建設大臣が指定したもので、その地域における主要な役割を担っている道路
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インフラメンテナンスの基本的な考え方（「インフラ長寿命化計画」の更新）

◼ 国土交通省で平成26年に策定された「インフラ長寿命化計画（行動計画）」（平成26年～令和２年度）は、令和３

年６月に、損傷が軽微なうちに補修を行う「予防保全」への本格転換や新技術の活用、インフラの集約・再編の取組

等を盛り込んだ内容に改定（令和３年度～令和７年度）

◼ 予防保全に移行したとしても、将来の維持管理・更新費は30年間で推計約190兆円（国土交通省推計）

注１ 内閣府 経済・財政一体改革推進委員会第43回国と地方のシステムワーキング・グループ（令和７年４月11日)国土交通省説明資料より作成
注２ 総務省 自動車関係税制のあり方に関する検討会 第４回検討会（令和７年７月23日) より作成 4



（参考）インフラ長寿命化基本計画概要（国土交通省）

◼ 国土交通省では、平成24年12月に発生した中央自動車道笹子トンネルの天井板崩落事故を契機に、平成25年を「社

会資本メンテナンス元年」に位置付け

◼ 平成25年６月に閣議決定した「日本再興戦略」に基づき、インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議に

おいて、同年11月「インフラ長寿命化基本計画」を取りまとめ

◼ インフラ長寿命化基本計画に基づき、国、自治体レベルで行動計画の策定を進めることで、全国のあらゆるインフラ

の安全性の向上と効率的な維持管理を実現することとされた

注 国土交通省HPより作成

〈インフラ長寿命化基本計画概要〉
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（参考）インフラ老朽化対策に関する計画の体系（国・地方）

◼ インフラ長寿命化基本計画に基づき、国、自治体レベルで行動計画の策定を進め、全分野にわたるインフラ長寿命化

の計画体系を構築

◼ 各インフラ管理者における取組を推進し、全国のあらゆるインフラの安全性の向上と効率的な維持管理を実現するこ

ととされた

◼ インフラ管理者において個別施設計画を策定し、点検・診断、修繕・更新等の対策を実施

6
注 内閣府 経済・財政一体改革推進委員会第43回国と地方のシステムワーキング・グループ（令和７年４月11日)国土交通省説明資料より作成



（参考）道路の老朽化対策に関する取組の経過（国土交通省）

総務省自動車関係税制のあり方に関する検討会 第４回検討会（令和７年７月23日)資料より抜粋 7



◼ 施設の点検により、インフラの老朽化状況の全体像を把握できたが、早期に措置が必要な施設が多数存在

◼ 特に、道路橋については、地方公共団体で修繕等が必要な約40,000橋の措置が未完了であり、これまでの予算水準

では予防保全への移行に約20年必要

道路橋の老朽化対策

8
注 内閣府 経済・財政一体改革推進委員会第43回国と地方のシステムワーキング・グループ（令和７年４月11日)国土交通省説明資料より作成

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態

Ⅱ 予防保全段階 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ず
ることが望ましい状態

Ⅲ 早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態

Ⅳ 緊急措置段階 構造物の機能に支障が生じている。又は生じる可能性が著しく高く、緊
急に措置を講ずべき状態



インフラの維持管理・更新費の推計結果〈国土交通省所管分野〉（平成30年度）

注 国土交通省「国土交通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費の推計」（平成30年11月30日）より作成

単位：兆円 平成30年度※
30年間合計
(令和元年度～令和30年度)

12分野合計 5.2 5.8 ～ 6.4 6.0 ～ 6.6 5.9 ～ 6.5 176.5～194.6

1.9 2.5 ～ 2.6 2.6 ～ 2.8 2.1 ～ 2.2 71.6～76.1

0.6 0.6 ～ 0.8 0.7 ～ 0.9 0.7 ～ 0.9 18.7～25.4

0.8 1.2 ～ 1.3 1.3 ～ 1.3 1.3 ～ 1.3 37.9～38.4

0.3 0.2 ～ 0.3 0.2 ～ 0.3 0.2 ～ 0.3 6.0～8.3

1.6 1.3 ～ 1.4 1.2 ～ 1.4 1.6 ～ 1.7 42.3～46.4

◼ 平成30年６月の「経済財政運営と改革の基本方針2018」において、「中長期的なインフラの維持管理・更新費見通

しを公表する」と言及があり、同年11月、国土交通省が今後30年までの維持管理・更新費の推計を公表

◼ 令和元年度から令和30年度までの維持管理・更新費の30年間合計は176.5～194.6兆円程度と推計

◼ その内、道路（橋梁・トンネル含む）は71.6～76.1兆円程度と約４割を占める

10年後
(令和10年度)

20年後
(令和20年度)

30年後
(令和30年度)

道路

河川等

下水道

港湾

その他６分野

※平成30年度の値は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件のもとに算出した推計値

主な推計の実施条件
1.国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航路標識、公園、公営住宅、官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町
村、地方公共団体、地方道路公社、（独）水資源機構、一部事務組合（海岸、下水道、港湾）、港務局（海岸、港湾）が管理者のものを対象に推計。鉄道、
自動車道は含まれていない。このほかに、高速道路６会社は、維持管理・更新費として約19.4兆円（2019～2048年度）を予定。

2.更新時に、現行基準への適合のための機能向上を実施。
3.点検・修繕・更新等を行う場合に対象となる構造物の立地条件や施工時の条件等により、施工単価が異なるため、この単価の変動幅を考慮し、推計値は幅
を持った値としている。
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建設資材価格の高騰

注 財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会 提出資料「社会資本整備」（令和６年10月28日)より作成

◼ 近年、原材料費の高騰やエネルギーコストの上昇等により、各建設資材価格が高騰

◼ 令和５年以降、資材により傾向は異なるものの、主要建設資材では生コンクリート・セメント等の価格が高止まり

10



地方公共団体における土木系職員の配置状況

◼ 地方公共団体の土木系職員は、都道府県レベルでは平成25年と令和５年を⽐較すると1.6％減少しており、区市町村

レベルでは配置されていない自治体もある

◼ 今後、生産年齢⼈⼝の大幅減少が見込まれる中で、土木系職員の増員には制約が大きい

11
注 財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会 提出資料「社会資本整備」（令和６年10月28日)より作成



国の一般会計歳出予算における主要経費の推移

◼ 一般会計歳出の推移では、公共事業関係費が占める割合は減少し、社会保障関係費が増大

注 財務省「我が国の財政事情（令和７年度予算 衆議院修正+参議院修正後）」（令和７年３月）より作成
12



国の道路関係当初予算の推移

注 国土交通省「令和７年度道路関係予算概要」（令和７年１月）より作成

◼ 国の道路関係当初予算については、約2.5兆円で推移

13

（単位：千億円）



道路関係歳出額（国・地方の割合推移）

（兆円）

※地方は都道府県と市町村の和

注 国土交通省 「道路統計年報」2017～2024より作成

◼ 道路関係歳出額の国・地方の割合は概ね国45：地方55となっている

14
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道路管理者と費用負担

注 国土交通省HP「道路行政の簡単解説」より作成

道路の種類 定義 道路管理者 費用負担
国の負担・補助の割合

新設・改築 維持・修繕

高速自動
車国道

有料道路方式

全国的な自動車交通網の枢要
部分を構成し、かつ、政治・
経済・文化上特に重要な地域
を連絡する道路その他国の利
害に特に重大な関係を有する
道路
【高速自動車国道法第4条】

国土交通大臣

高速道路会社
（国、都道府県
（政令市））

会社の借入金で新設・改築・修繕等を行い、料金
収入で上記に係る債務及び管理費を賄う

【道路整備特別措置法§３等】

新直轄方式
国

都道府県
（政令市）

３／４負担
【高速自動車国道

法§20①】

10／10負担
【高速自動車国道法

§20①】

一般国道

直轄国道
高速自動車国道とあわせて全
国的な幹線道路網を構成し、
かつ一定の法定要件に該当す
る道路
【道路法第５条】

国土交通大臣
国

都道府県
（政令市）

２／３負担
【道路法§50①】

10／10負担
【道路法§49】

都府県
（政令市）

国
都府県

（政令市）

１／２負担
【道路法§50①】

維持：－
【道路法§49】

修繕：１／２以内補助
【道路法§56】

補助国道

都道府県道

高速自動車国道とあわせて全
国的な幹線道路網を構成し、
かつ一定の法定要件に該当す
る道路
【道路法第５条】

都道府県
（政令市）

都道府県
（政令市）

１／２以内補助
【道路法§56】

維持：－
【道路法§49】

修繕：１／２又は
１／２～７／10補助

【修繕法§１】

市町村道
市町村の区域内に存する道路
【道路法第８条】 市町村 市町村

１／２以内補助
【道路法§56】

維持：－
【道路法§49】

修繕：１／２又は
１／２～７／10補助

【修繕法§1】

※高速道路機構及び高速道路株式会社が事業主体となる高速自動車国道については、料金収入により建設・管理等がなされる
※高速自動車国道の（）書きについては新直轄方式により整備する区間
※補助国道、都道府県道、主要地方道及び市町村道について、国は必要がある場合に道路管理者に補助することができる

15



道路関係歳出額（維持的経費・建設的経費の割合推移）

◼ 平成27年度の維持的経費と建設的経費の割合は約３：７であったが、令和４年度は約４：６となっており、維持的

経費の割合が増加

注１ 建設的経費は道路改良、橋梁整備、舗装新設、調査を含む
注２ 維持的経費は舗装補修、橋梁補修等の修繕並びに維持改良費を含む
注３ 端数処理の関係で、合計と内訳が一致しない場合がある
注４ 国土交通省「道路統計年報2024附５ 道路投資の推移」より作成

（兆円）
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社会資本整備総合交付金（国土交通省）

◼ 社会資本整備総合交付金は、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、地方公

共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金として平成22年度に創設

◼ 防災・安全交付金は、地域住民の命と暮らしを守る総合的な老朽化対策や、事前防災・減災対策の取組、地域にお

ける総合的な生活空間の安全確保の取組を集中的に支援するため、平成24年度補正予算において創設

注 国土交通省HP「社会資本整備総合交付金等について」より作成

社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金｜国土交通省

道路

河川

下水道

住宅

まち
づくり

港湾

〈従来の補助金〉

社会資本整備総
合交付金

社会資本整備総合交付金
（成長力強化や地域活性化等につながる事業）

防災・安全交付金
（「命と暮らしを守るインフラ再構築」、
「生活空間の安全確保」を集中的に支援）

両交付金の概要

・地方公共団体は、地域が抱える政策課題を自ら抽出し、定量的な指標による目標を設定した、概ね３～５年の「社会資本総合整

備計画」を作成（国は整備計画に対して国費を配分）

・計画へ配分された国費の範囲内で、地方公共団体が自由に計画内の各事業（要素事業）へ国費を充当

・基幹事業（道路、河川等の17事業）の効果を一層高めるソフト事業（効果促進事業）についても、一定の範囲内で創意工夫を

生かして実施可能

・地方公共団体が、自ら整備計画の事前評価・事後評価を実施し、HP等により公表

17



・
・
・

（参考）社会資本整備総合交付金と防災・安全交付金の分類（道路事業）

注 政府の行政改革HPより抜粋

◼ 社会資本整備交付金は、地方公共団体が行う道路の新設、改築、修繕等に関する事業を対象としている

◼ 防災・安全交付金の対象は、防災・安全対策のために特に必要と認められる事業に限定している

18



道路メンテナンス事業補助制度（国土交通省）

注 総務省 自動車関係税制のあり方に関する検討会 第４回検討会（令和７年７月23日) 資料より抜粋 19



注 国土交通省関東地方整備局 令和６年度 第１回東京都道路メンテナンス会議（令和６年７月25日）資料より抜粋

公共施設等適正管理推進事業債（地方債）の概要（道路の長寿命化事業）

20



（参考）都市計画税を活用したインフラ更新(令和２年６月都市再生特別措置法改正)

◼ 令和２年６月、都市計画事業に使途が限定された目的税の都市計画税（地方税）を、都市計画施設の改修、更新に活

用しやすくする制度改善を実施

◼ 都市計画税が必ずしも有効活用されていないケースも見られる中、国費の配分に当たって同税の活用状況を勘案する

ことにより、地方公共団体の自主的なインフラ更新を促進
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9
都市計画事業費の推移

【制度改正】（令和２年６月都市再生特措法改正）
▷都市計画施設の改修事業を都道府県に協議・同意の上、立地適正化計画に記載して公表した場合は、都市計画事業認可があったものと
みなす

▷これにより、同改修事業に対して、通常の都市計画事業と同様に都市計画税収を充当可能に

都市計画税の充当事業（総務省HPより抜粋）
「都市計画施設」の整備に関する事業
「都市計画施設」とは、次に掲げる施設をいう(都市計画法第11条第１項各号）
道路、都市高速鉄道、駐車場、自動車ターミナルその他の交通施設公園、緑地、広場、墓園その他の公共空地水道、電気供給施設、

ガス供給施設、下水道、汚物処理場、ごみ焼却場その他の供給施設又は処理施設等
※都市計画施設の「整備」には、バリアフリー化や老朽化対策、耐震補強対策、例えば歩道幅員の見直し等の施設配置の変更等のために
改修や更新を実施することも含まれる（都市計画運用指針第12版(R４.４・国土交通省）より）

国土交通省HP 「都市計画現況調査」より作成

兆円

21
注 財務省 財政制度等審議会 財政制度分科会 提出資料「社会資本整備」（令和２年10月19日)より作成



東京都建設局関係の予算（令和７年度）

◼ 令和７年度東京都建設局関係の予算のうち、道路橋梁費が約６割を占める

令和7年度建設局関係予算額 6,622億2,900万円

うち道路橋梁費 4,041億3,200万円

注１ 東京都建設局HPより抜粋
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道路局関係予算（一般会計）と道路橋梁費の推移

建設局関係予算 道路橋梁費

注２ 東京都建設局事業概要（令和６年版）、東京都建設局HPより作成

（単位：億円）
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東京都における地方債の発行

注１ 東京都財務局「東京ソーシャルボンドインパクトレポート」（令和６年10月）より作成
注２ 総務省 地方財政審議会（令和７年４月15日）「地方債制度について」より作成

◼ インフラの維持更新については、将来世代にわたり普遍的に便益を受けることから、東京都では世代間の負担の均衡

を図るため、財源の一つとして、都債を活用

◼ 令和３年度からは、資金使途や事業効果等を開示し、投資家への訴求力を高めた「東京ソーシャルボンド」の発行も

行い、その一部を公共施設・インフラの老朽化対策の費用に充てている

〈対象事業〉

公共施設・インフラの防災対策

公共施設・インフラの老朽化対策

産業の振興と雇用の維持・創出

一人ひとりの個性や能力を最大限に伸ばすための教育環境の整備

介護サービス基盤の整備

児童福祉施設等の整備

住宅セーフティネットの強化

公共施設のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化

医療提供体制の充実

東京ソーシャルボンド｜都債

・令和５年度は、年限５年で600億円を発行

・その内、82億円を「橋梁の長寿命化事業」

（建設局所管）に充当



日本 〇特定財源なし（平成21年より一般財源化）

アメリカ

○特定財源（連邦道路信託基金）あり。同基金の2022年収入は、47,403,513千ドル。内訳は、
・ガソリン燃料税27,550,446千ドル
・ディーゼル・代替燃料税12,124,185千ドル
・タイヤ税712,989千ドル
・トラック・バス・トレーラー関係諸税4,632,252千ドル
・大型車利用税1,585,394千ドル
・その他：798,247千ドル
・大半の州は国税とは別に燃料税、自動車税等を課税

イギリス
〇特定財源なし
○参考
・燃料税248.5億ポンド（2022）、自動車税73.3億ポンド（2022）は一般財源

フランス

○道路インフラ整備は，フランス交通財源資金調達庁（AFITF）からの出資金を充当
・AFITFの財源：高速道路会社からの国有地使用料４億1100万ユーロ、国土整備税5億6100万ユーロ、長距離交通インフ
ラ運営税６億ユーロ、罰金２億5000万ユーロ、エネルギー税収の一部20億4981万ユーロ、航空業界からの貢献金２億
5200万ユーロ、一般財源（復興計画）から３億9685万ユーロなど、合計約45億5216万ユーロ（2024年補正予算）

○維持管理費、交通安全プログラムに関しては、一般財源から拠出

ドイツ

○交通特定財源あり
・エネルギー税のうち鉱油からの税収部分の一部が交通目的財源
・連邦長距離道路における大型貨物車対距離課金の大部分は連邦長距離道路の計画・建設・維持管理・運営に充てられる。
課金収入80.2億ユーロ，うち連邦長距離道路への支出68.5億ユーロ（2023年）

中国

〇車両購入税（国税）企業と個⼈が自動車，バイクなどの車両を購入する際に納付する税金。税率は10%である。税収
は2,681億元（2023年）交通専用資金が含まれ，主に国家計画内の幹線道路プロジェクト建設とその他の交通機関の
関連支出に用いられる。

○ガソリン消費税（ガソリン税）（国税）自動車所有者が燃料を購入する際に徴収される税金であり、国税に属する。
中央政府が徴収した後、再び財政予算として地方に配分し、道路の整備と維持管理に使われる。無鉛ガソリンの単位税
額は1リットルにつき1.52元である。

（参考）主要国の予算・財源

注 国土交通省「道路データブック2024」より作成
24
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